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 それでは、

２０２１年度 決算概要、および２０２２年度 業績見通しについて、

ご説明申し上げます。
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 はじめに、決算発表のポイントです。

 ２０２１年度の実績は、
売上高は、情報通信向けや車載関連が伸長した、
インダストリー、エナジーの販売増に加え、
ブルーヨンダーの新規連結もあり、増収となりました。

 調整後営業利益は、くらし事業での原材料高騰や、
ブルーヨンダー買収時の「資産・負債の再評価」に伴う影響などの
一時的なマイナス要因がありましたが、
価格改定の取組みや、インダストリー、エナジーの増販益などにより増益、
営業利益・純利益も増益となりました。
また、ROEも前年から良化しております。

 ２０２２年度も、増収増益となる見通しであります。
 売上高は、需要の回復等により、大きく伸長いたします。
 特に自動車生産の増加を見込むオートモーティブ、航空需要の回復を

見込むコネクトが大幅増収となり、
エナジーが、４６８０セル開発等の将来の成長に向けた費用の増加により
減益となるものの、グループ全体では増益となる見通しです。

 また、 原材料高騰など経営環境の悪化に対しては、
価格改定等の対応策を継続してまいります。
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 それでは、

２０２１年度決算概要についてご説明します。
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連結業績はご覧のとおりです。

売上高は、７兆３，８８８億円、前年比で１１０％の増収、

調整後営業利益は、３，５７７億円、前年からは５０５億円の増益となりました。
その他損益は、４８４億円の増益となり、
営業利益、純利益につきましても、増益となっております。

公表値に対しては、調整後営業利益、営業利益で届きませんでしたが、
純利益は上回りました。

 ＲＯＥは、８．９％と、前年から良化しております。
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セグメント別の実績はご覧の通りです。

前年との比較については、この後のページでご説明します。

調整後営業利益の公表差をご覧いただきますと、
くらし事業が、原材料高騰の影響などにより、未達となったものの、
インダストリーとエナジーは公表値を上回り、
グループ全体としては、若干の未達となっております。
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 こちらは、売上高の増減です。全体では増収となっております。

 セグメント別に見ますと、くらし事業は、
日本のルームエアコン・冷蔵庫・洗濯機等は、前年の巣ごもり需要の反動が
あったものの、成長事業である欧州の空調、海外電材、洗濯機・冷蔵庫等の中国家電や、
北米の食品流通は堅調に推移し、くらし事業の商材としては増収。
一方で、他セグメントの商材が減販となり、全体では前年並みとなりました。

 オートモーティブは、
第１四半期に自動車生産の回復がありましたが、第２四半期以降は
自動車減産の影響を受け、前年並み。

 コネクトは、
EV・情報通信インフラの好調を受けた実装機や、欧米を中心としたプロジェクターの
増販に加え、ブルーヨンダーの新規連結影響により、増収となりました。

 インダストリーは、
産業用モータ、情報通信インフラ・車載用コンデンサ、EVリレー等の増販により、増収。

 エナジーは、
旺盛なEV需要を背景に、前年のコロナ影響からの反動増や、
北米新ラインの稼働もあり、車載電池が大幅増収、また、
データセンター向け蓄電システム等も伸長し、増収となりました。

 その他／消去・調整のうち、エンターテインメント＆コミュニケーションは、
半導体を中心とした部品調達課題の影響により、減収、
ハウジングは、ニューノーマルに対応した新商品発売やデジタルを活用した
営業の加速により、増収となっております。
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 続いて、営業利益の増減です。全体では増益となりました。

 調整後営業利益をセグメント別に見ますと、くらし事業は、
海外での増販益や価格改定、各事業での合理化等を進めましたが、
前年の日本での巣ごもり需要の反動に加え、原材料高騰や
部材調達課題の影響が大きく、また、一時費用の計上もあり、減益となりました。

 オートモーティブは、
半導体などの部材高騰、輸送費用の増加はありましたが、
コストダウンに加え、前年度に充電器の一時費用を計上したこともあり、増益。

 コネクトは、
ブルーヨンダー買収時の「資産・負債の再評価」に伴う影響はありましたが、
実装機・プロジェクターの増販益や、アビオニクスの収益改善により、増益となりました。

 インダストリーは、
半導体不足や原材料高騰の影響を、増販益や価格改定・合理化等でカバーし、増益。

 エナジーは、
原材料高騰の影響や、増産に伴う固定費増はありましたが、
車載電池・蓄電システムの増販益や、合理化・価格改定 等の取り組みにより、
増益となりました。

 その他損益につきましては、ブルーヨンダー社買収に伴う既存持分の再評価益や、
資産売却益等により、増益となっております。
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 こちらは、くらし事業の分社別の実績です。
ご覧の通り、調整後営業利益は、全ての分社で減益となりました。
それぞれの主な要因について、ご説明します。

 くらしアプライアンス社は、中国・アジアで洗濯機・冷蔵庫等の増販があった一方、
日本の巣ごもり需要の反動に伴う減販損や、原材料・物流費の高騰により減益。

 空質空調社は、前年の需要増の反動等により、日本の空気清浄機やルームエアコンは
減収となりましたが、欧州の空調が堅調に推移し、増収。
一方で、原材料や物流費の高騰に加え、マレーシア洪水影響、
一時費用の計上により、減益となりました。

 コールドチェーンソリューションズ社は、原材料高騰や調達課題の影響がある中、
北米を中心に大きく増収、前年の赤字からの改善は進んだものの、
一時費用の計上により、減益となりました。

 エレクトリックワークス社は、部材調達課題などの影響を受ける中、インド等、
海外の電材商品が堅調に推移し、増収となりましたが、原材料高騰の影響により
減益となりました。

 なお、原材料や物流費高騰に対しては、価格の見直しや代替材料への置き換え、
日中合同による部材の合理化などの対策を、継続して進めております。
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 こちらのスライドで、営業利益の増減を要素別にご説明します。

 まず、売上成長による増販益として、１，３００億円のプラス、
固定費については、前中期で推進した、
経営体質強化の取り組みで、２１０億円の改善がありましたが、
増産に伴う増加があり、全体としては、３４０億円のマイナスとなりました。

 原材料や物流費高騰のマイナス影響は、１，６００億円となりましたが、
これに対して、価格改定に取り組んでおり、その効果 ４４０億円を含めた、
合理化等のプラス影響は、１，２１３億円となっております。

 また、ブルーヨンダーの新規連結影響と、くらし事業の一時費用などの
一過性要因で、合計１１３億円のマイナス、
為替影響は ４５億円のプラスとなり、
調整後営業利益は、５０５億円の増益となっております。

 その他損益は、一時益により、４８４億円の増益となり、
営業利益は、９８９億円の増益となりました。

8
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 続いて、資金の状況です。

 左側、フリーキャッシュフローにつきましては、

ブルーヨンダーの買収に加え、港湾の混雑等の外部環境要因や

戦略的な部材確保に伴う在庫増など、運転資金の悪化により

マイナス５，４３５億円。

 右側の折れ線グラフ、ネット資金につきましては、

２０年度末の１,９４５億円から減少し、マイナス６，４９０億円となりました。
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 こちらは、１９年度から２１年度のキャピタルアロケーションの実績です。

 前中期では、成長投資や構造変革に必要となる強い財務基盤を構築するため、

必要な資金は、事業からのキャッシュフローで充当するという

キャピタルアロケーション方針を設定しました。

 この方針に則り、営業キャッシュフローに加え、事業入替や資産売却等で

資金を創出することで、配当や構造改革の他、

ブルーヨンダー買収を含む、成長投資の必要資金にも、対応いたしました。

この結果、３カ年の合計で見ますと、約１，６００億円の資金創出超過となり、

１９年度期首との比較で、ネット資金は改善しております。

 財務規律を維持しつつ、成長機会を捉えてきたと考えております。



Copyright (C) 2022 Panasonic Holdings Corporation All Rights Reserved.
11

 ここからは、２２年度業績見通しのご説明になります。
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 ２２年度の連結業績は、ご覧のとおり、増収増益の見通しです。

 売上高は、５，１１２億円増加の ７兆９，０００億円、

調整後営業利益は、２２３億円増加の ３，８００億円、といたします。

 営業利益は、３，６００億円、純利益は、２，６００億円、

それぞれ増益の見通しです。
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 続いて、２２年度における、経営環境変化の影響をご説明します。

 ご覧の表は、縦軸で、需要の変化、半導体・部材不足、
原材料価格・物流費の高騰の３つの項目について、
各セグメントにおける影響を、一覧でまとめたものになります。
表の中、水色の個所は、対前年でポジティブ影響を見込む要素、
薄い赤色の個所は、ネガティブ影響の要素を表しています。

 需要の変化については、オートモーティブ、コネクトで需要が回復、
インダストリーとエナジーは、好調が継続する見込みです。

 半導体・部材不足は、代替品の調達などにより、改善傾向にありますが、
コネクトでは、影響が継続する見込みです。

 原材料や物流費の高騰は、価格改定等によって、軽減を図るものの、
主に、くらし事業とエナジーで影響が残ると見ています。
エナジーについては、２１年度の第４四半期以降、原材料価格が急騰しており、
上期に影響が出ますが、下期には価格改定や合理化などで、軽減できる見込みです。

 このように、半導体・部材不足は改善傾向にありますが、ロシア・ウクライナ情勢もあり、
原材料高騰の影響は拡大すると想定しております。
コロナによるロックダウンについては、現時点で、その影響を見積もることが
困難でありますが、経営環境の変化に対しては、今後も影響を見極めつつ、
適切な対応策を取ってまいります。
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 こちらは、営業利益の要素別増減要因です。

 まず、売上成長による増販益が、１，１００億円のプラス、

固定費は、将来の成長に向けた投資等により増加し、

４００億円のマイナスを見込んでおります。

 原材料・物流費高騰は、ロシア・ウクライナ情勢を考慮して

影響の拡大を見込み、１，８００億円のマイナス、

これに対して、価格改定の取組みを継続し、

その効果 ９５０億円を含む、合理化として、

１，３５０億円のプラスを想定しております。

 また、前年の一過性のマイナス要因からの改善で、プラス１２３億円、

為替につきましては、人民元に対する円安の影響が大きくなることから、

１５０億円のマイナスを想定しており、

結果、調整後営業利益は、２２３億円の増益となります。

 その他損益は、前年度の一時益の反動等により、

１９８億円のマイナスを見込むことから、

営業利益は、２５億円の増益となります。
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続いて、セグメント別の見通しはご覧の通りです。

 この後のページで増減のご説明をいたします。
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 まずは、売上高の増減です。
 全体では、大きく増収となる見込みです。

 セグメント別に見ますと、くらし事業は、
成長事業である欧州の空調や、海外電材、海外家電等に注力し、
増収の見通し。

 オートモーティブは、
自動車生産の回復を見込み、増収。

 コネクトは、
市場が回復基調のアビオニクスに加え、プロジェクター等の伸長、
ブルーヨンダーの通年での連結化影響により、増収となります。

 インダストリーは、
情報通信や車載向けなど、自社製品は増販の見込みですが、
他セグメント商材の減販により、前年並みとなります。

 エナジーは、
引き続き需要拡大が見込まれる車載電池、
データセンター向け蓄電システムなどの増販により、増収の見通しです。
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続いて、営業利益の増減です。全体では増益となる見込みです。

調整後営業利益をセグメント別に見ますと、くらし事業は、
海外での増販益、エレクトリックワークス社における、
部材調達課題からの一部回復に加え、原材料高騰に対する
価格改定・合理化の取り組みにより、増益となる見込みです。

オートモーティブは、
半導体などの部材高騰、輸送費用の増加に加え、
生産増や経営体質強化への投資により、
固定費が増加するものの、増販益やコストダウンの推進、
部材高騰に対する価格改定等の取組みにより、増益。

 コネクトは、
アビオニクス等の増販益により、増益となります。

 インダストリーは、
原材料高騰の影響はありますが、自社製品の増販により、増益。

エナジーは、
２１年度第４四半期以降の原材料急騰に対して、価格改定・合理化で改善を図り、
下期に向けてその影響の改善を見込むものの、年間では悪化となります。
これを増販益でカバーいたしますが、４６８０セル開発など将来の成長に向けた
費用の増加により、減益を見込んでおります。
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 こちらは、くらし事業の分社別の見通しです。

調整後営業利益は、全ての分社で増益となっております。

 コールドチェーンソリューションズ社は、赤字の見通しとなっておりますが、
これは、 中国事業における抜本的な対応を見据え、
一定のリスクを織り込んだためです。
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決算のご説明は以上になりますが、

最後に、こちらのスライドは、６月１日と２日に予定している

ＩＲ Ｄａｙの概要です。

 ４月１日にグループＣＥＯの楠見より、

グルーブ全体の中長期戦略を発信させていただきましたが、

ＩＲ Ｄａｙでは、各事業会社のＣＥＯが、事業別の戦略をご説明いたします。

パナソニック、くらし事業につきましては、

分社単位でも説明させて頂く予定です。

 ２日間の長丁場になりますが、ご参加を頂けましたら幸いでございます。
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ご説明は以上となります。
ご清聴、ありがとうございました。
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